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202 年  月  日 

 

子どものための予算を大幅に増やし、保育・ 

学童保育の基準・施策の抜本的改善を求める 

請願書 
 

衆議院議長殿                年   月   日 

参議院議長殿           紹介議員            

請願代表者氏名         

                       外      名  

 

請願趣旨 

 

政府は、国が直面する最大の危機である少子化を反転させるとして「こども未来

戦略方針」を閣議決定しました。「75 年ぶりの配置基準改善」として、私たちが

長年求め続けてきたことが盛り込まれましたが、実施の時期は明記されていませ

ん。また、「こども予算倍増」が 2030 年代初頭まで先延ばしされる一方で、「防

衛予算倍増」は 2027 年に達成する見込みが示されています。さらに子育て支援策

の財源確保のために医療など社会保障費の削減や社会保険料の値上げ等が検討さ

れており、市民の中に不安が広がっています。 

この間、保育・学童保育の職員配置や施設基準の改善はすすまず、国際的にも低

い水準のまま放置され、職員の負担が増大しています。そして、保育者の賃金など

が全産業平均よりも低い実態が人手不足をまねき、現場を疲弊させています。また、

待機児童が減ったとはいえ、多くの隠れ待機児童が存在するなど、いまなお必要な

保育が受けられない状況があります。人口減少地域においては、保育・子育て支援

ニーズに充分に応えられず、施設運営も困難になっています。いま、乳幼児期から

の安心できる子育てのためには、日常的に子どもの育ちと子育て家庭を支える、社

会資源としての保育・学童保育の維持・拡充がどうしても必要です。 

どのような状況にあっても、国・自治体の公的責任において、全ての子どもに安

心・安全で質の高い保育が平等に保障されるよう、保育・学童保育にかかわる子ど

ものための予算を大幅に増やし、基準・施策の抜本的な改善をただちにすすめるよ

う、以下について請願します。 

 202 年  月  日 

 

子どもの最善の利益を保障するために 
大阪府の保育・学童保育・子育て予算の 

大幅増額を求める請願書 

 
大阪府議会議長 殿 

 紹介議員 別紙添付 

     請願代表者住所  大阪市中央区谷町7－2－2－202 

              氏名  

以下      名                 

 請 願 趣 旨 

       

保育所等・学童保育は、どんな時でも子どもの豊かな育ちと保護者の子育てを支援

するために地域になくてはならないことが社会的に認識されています。 

しかし、大阪府は他県に比べ保育に係る単独補助金が著しく低額に抑えられていま

す。 

2023 年度予算において兵庫県では約 8 億 2 千万円、京都府では約４億 3 千万円、

奈良県でも約１億６千万円の単独補助金で保育料の軽減や民間保育園の運営費補助、

保育施設未入園児童の一時保育利用料軽減助成など行っています。大阪府は産休等代

替職員費補助として約 300 万円のみです。「不適切な保育」や「子どもの置き去り

事案」など保育をめぐる厳しい状況が社会問題となっており、保育関係者からは「職

員同士で子どもたちの成長を一緒に考え、話し合い、共有する時間がほしい」と切実

な声が上がっています。国は「こども未来戦略方針」において「75 年ぶりの配置基

準改善」を盛り込みましたが抜本的な改善内容にはなっておらず、国際的にも低い配

置基準のまま放置されることが予想されます。子どもの最善の利益が保障されるため

にも、大阪府としての独自補助金を他県なみに拡充することが必要です。 

また、子どもたちが放課後等に安心ですこやかに育ちあう学童保育へのニーズも広

がっています。しかし待機児童や大規模・つめこみ状態、指導員不足など安全面にお

いても不安があり、「適正人数の専用室整備」や「資格者の確保・定着」による安定

的な運営が求められています。 

子どもの人権を尊重する保育をするために予算を大幅に増額し、大阪府内の保育・

学童保育・子育て支援施策を拡充するよう、要望いたします。 

202 年  月  日 

 

大阪市における保育所・学童保育所・子育て支援等の 

ゆたかな拡充を求める陳情署名 

 

大阪市会議長 様          

住所  大阪市中央区谷町7-2-2-202 

団体名 

代表者名 

他    名 

 

 

 

陳 情 趣 旨 

 

子どもたちの豊かな発達を保障し、誰もが安心して子どもを産み育て、働き続け

るために保育所等・学童保育所は大切な役割を果たしていることが社会的にも認識

されています。 

しかし、大阪市は他市に比べ保育に係る単独補助金がいちじるしく低額に抑えら

れているため、保育現場の厳しい実態は深刻です。昨年から続く物価高騰で安定し

た運営が継続できない状況になっています。 

また大阪市内では、乳児を中心に４月から定員割れをしている施設があります。

現在の運営費の算定は子どもの人数で行うため、定員割れが続くと運営費が削減さ

れ保育士を雇用継続することが困難になります。年度途中でも定員まで子どもを受

け入れるために、定員割れに対する運営費補助が早急に必要です。 

コロナ禍で散歩や外あそびが制限される中で子どもの体力不足が問題になりつ

つありますが、異常気象のためさらに外遊びが十分できない状況が続いています。

特に大阪市では園庭のない保育施設も多いので、子どもに与える影響は深刻です。

どのような保育施設であってもホールなど身体を動かせるスペースの確保が必要

です。 

大阪市では保育士不足の対策として、無資格の保育支援者の導入で補おうとして

います。しかし保育の質を確保しゆとりある保育をするために、現場が求めている

のは、有資格者の常勤保育士です。全国的にも問題になっている保育士不足・配置

基準の改善などは、保育の質を確保するために国の動きを待たずに、大阪市として

先行して進めていく必要があります。 

学童保育は、国の子ども子育て支援新制度（2015年）の開始にあたり、大阪市

においても条例が定められ、制度は大きく前進しました。しかし、大阪市の放課後

事業の中での学童保育の位置づけは、新制度以前と変わらず「児童いきいき放課後

事業の補完的役割」とされているため、同じように全児童対策事業を行う他の政令

市と比べても、予算や補助項目において不十分な現状です。他の政令市同様に全児

童対策と学童保育を放課後施策の両輪とした充実を求めます。 

政令市である大阪市として安定的な財源を独自に確保し、子どもたちの健やかな

育ちを保障すること願い、以下について陳情します。 

“秋の大運動”大阪市内実行委員会 

 

大阪市保育運動連絡会 

大阪市学童保育連絡協議会 

大阪自治労連大阪市役所労組福祉保育支部 

全国福祉保育労大阪地本大阪市支部 

大阪自治労連大阪市学童保育指導員労働組合 

取扱団体： 

よりよい保育を！ 実行委員会 

連絡先：全国保育団体連絡会  

〒162-0837 東京都新宿区納戸町26-3 

TEL03-6265-3171         2023年度署

名 

取扱い団体 

2023年度 

国会請願 

署名 

保育・学童・子育て支援の充実を求める 

秋の大運動 大阪実行委員会 
【大阪保育運動連絡会・大阪学童保育連絡協議会・大阪自治労連（保育部会・指導員労組連絡

会）・全国福祉保育労働組合大阪地方本部・社会福祉施設経営者同友会】 

連絡先：大阪保育運動連絡会 

〒542-0012大阪市中央区谷町7丁目2－2－202 ℡06－6763－4381 

 
取扱団体： 



陳 情 項 目 

 

１．すべてのこどもたちがいかなる状況にあっても、必要な保育が受けられるよう 

保育所等・学童保育所への予算を増額して下さい。 

２．これまでにない物価高騰が続いています。大阪市としても保育所等学童保育所に

補助して下さい。 

３．深刻な保育士不足の大阪市において、保育士の賃金等処遇が改善出来るよう市と 

して補助して下さい。 

４．子どもたちの安全を守り、発達を保障するために、職員の配置基準と面積基準を

改善して下さい。（0歳児2：1 1歳児3：1 2歳児4：1 3歳児10：1 4,5歳児15：1） 

５．乳児の保育料の無償化、全年齢での給食費の無償化を早急に実施して下さい。 

６．個別ケアが必要な子どもたちに対する補助金を大幅に増額して下さい。 

７．定員が割れても、定員が埋まるまでの期間、運営費を補助して下さい 

８. 公立施設が、緊急時・災害時におけて地域の子育て世帯を支えるセーフティー 

ネットの拠点を担えるよう、現在進められている公立保育施設削減計画を撤回 

して下さい。 

９．他市と比べて高額になっている学童保育の保育料等、全ての保護者（特にシン 

グル世帯・多子世帯・非課税世帯）の負担軽減のための補助を創設して下さい。 

10．学童保育指導員のなり手不足を解消するために、国の「放課後児童支援員等 

処遇改善等事業」を大阪市でも予算化して下さい。 

11．10人ランクと 20人ランクの差を埋めるよう国に要望すると同時に、改善される 

までの間、大阪市として補助を創設してください。 

   請 願 項 目 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

氏  名 住  所 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

氏  名 住  所 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

氏  名 住  所 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

請 願 項 目 

 

１．子どもたちの命を守り、保育･学童保育を充実させるために、 

子どものための予算を、ただちに大幅に増やしてください。 

 

２．保育･学童保育の職員配置基準を引き上げ、職員を増やして 

ください。 

 

 ３．保育･学童保育にかかわる公費負担を増やし、賃金･労働条件 

を引き上げてください。 

 

 ４．すべての子どもの保育料を、給食費なども含めて無償にして 

ください。 

子どもの最善の利益を保障するために大阪府の保育・学童保育・子育て予算を 

大幅に増額し、以下の内容を実現してください。 

〈保育・子育て〉 

① 子どもへの丁寧なかかわりと保育士の負担軽減を実現するため、国の保育士配置基準以上の

加配ができる運営費補助を行ってください。 

② 乳児の保育料と幼児の給食費を無償化してください。 

③ 物価高騰に伴う光熱費や食材費の影響を軽減するため、運営費補助をしてください。 

④ 保育士の雇用を継続し、安定した運営で年度途中の保育需要に対応するため、定員割れした

場合の運営費減収分を補う運営費補助を行って下さい。 

⑤ 地域の子育て支援事業を拡充するため人件費・施設改修費などを補助してください。 

⑥ 「保育施設での置き去り事案」が多発していることから、利用児童の安全性向上のため、 

市町村の実地監査を徹底させるなど、必要な対策を講じてください 

〈学童保育〉 

⑦ 学童保育の待機児童や大規模問題を解消するため十分な施設整備費を予算化してください 

⑧ 学童保育のトイレ整備の遅れが深刻です。整備が促進されるよう補助してください。 

（学童保育専用トイレの設置、増設、洋式化、個室化、老朽化対応など） 

⑨ 学童保育の保育料の減免制度を市町村が充実できるよう、補助してください。 

〈共通〉 

⑩ 保育所等・学童保育で働く職員の確保・定着のために、処遇を改善し専門職にふさわしい 

賃金水準が保障されるように補助してください。 

⑪ 保育・学童保育施設が緊急時・災害時において地域の子育て世帯を支えるセーフティネット

の役割が果たせるよう必要な対策と施設の増改築費用を補助してください。 

府 

この署名用紙は厳重に保管し、集計後に提出します。府議会の請願以外の目的に個人情報

が使用されることはありません。 

 

 

国 市 

この署名用紙は厳重に保管し、集計後に大阪市会へ提出します。大阪市会の陳情以外の目的

に個人情報が使用されることはありません。 

 

 

＊この署名用紙は、国会請願以外の目的に使用されることはありません。 

 


